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１．論文の主題（当該分野での位置づけ） 
 本論文は戦間期における日本陸軍の宣伝政策に注目し、陸軍が総力戦体制の構築に向け、いかにして民
間へ軍事の「意義」「重要性」や国策遂行に向けた政治的行動の「正当性」「有用性」を訴えかけたか、ま
た、民間側はそれをどのように受け止めていったかを解明し、当該期の日本で形成された軍と民間の関係
性を考察するものである。 
近年、日本近代史研究における軍事史関連分野では、軍と民間との関係に着目した研究の拡大が顕著で
ある。従来の政軍関係史や純軍事史に対して、「軍民関係史」と称すべき多様な研究の隆盛は、日本近代
史研究における軍の捉え方の変化、換言すれば、軍に向けた歴史的評価の相対化や再検討を促している。 
 しかしながら、従来の研究の多くは、陸軍の対民間政策を明治初期以来の軍を介した国民統合の延長と
捉え、近代日本の継続的課題としての国民統合政策と、各時期で異なる陸軍の対内外政策構想や組織防
衛・利益追求の論理を同一視し、1920～30 年代の陸軍と民間の関係性についても、国家権力（軍部）対
個人（国民）という構図の中に落とし込んで描いてしまっている。また、先行研究で分析されてきた陸軍
の諸政策が持つ宣伝効果は、あくまでも純軍事的活動の付随的要素・副産物に過ぎず、1920～30 年代に
大衆化の重要な推進力となったメディアを、陸軍がいかに活用していたかについては、実態に即した分析
が不十分である。さらに、戦前期日本における宣伝政策を取り上げた先行研究では、国家情報宣伝機関で
あった情報局の諸活動や、国家意思に基づく外務省の宣伝活動を分析したものが大半を占め、陸軍独自の
活動は十分に明らかにされてこなかった。あるいは、陸軍独自の宣伝が取り上げられる場合でも、その主
題はシベリア出兵下の宣伝機関設置や日中戦争・太平洋戦争下の宣撫宣伝工作が中心であった。 
 本論文は、そういった日本近代史研究の一潮流を念頭に置き、軍、特に陸軍を、民間との関係性に着目
しながら分析し、軍民関係史研究に新たな視座を提示することを目指した。本論文が陸軍に焦点を当てる
理由としては、第一に、地方行政と深く結び付いた徴兵制、地域社会で重要な役割を演じた師団・在郷軍
人会・連隊、教育制度のあり方に大きな影響を与えた学校教練・青年訓練などからも想起されるように、
陸軍の制度・活動が、海軍のそれらと比べ遥かに外部との接点・交流が多く、そこで生じる軍民間の相互
刺激の様相を分析するのに適していることを指摘できる。第二に、満州事変の勃発と政党内閣の崩壊以
降、政治・外交に対する容喙の度合いを強めた諸勢力の中心が陸軍であり、昭和戦前期の政策決定過程の
分析対象として陸軍が不可欠である点が挙げられる。 
上記のような性格を有した陸軍と民間の関係性について本論文では、戦間期における陸軍の宣伝政策、
具体的には、その創成（1918－1923）・発展（1924－1930）・変容（1931－1939）という観点から分析した。
分析対象に同時期を設定するのは、第一次世界大戦後の世界的変革を受け、陸軍が“非純軍事的諸活動”
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で部外に対する超然主義から脱却して大正・昭和初期の大衆社会に順応し、満州事変以後には、1920 年
代に培った素地を基にして国内の親軍世論を強化していくと共に、陸軍の対民間政策が日中戦争以降の
国家総動員体制へ収斂されていくためである。 
 
２．論文の構成 
序 章 
第一部 シベリア出兵と陸軍宣伝の創成 1918－1923 
 第一章 シベリア出兵下の新聞操縦活動 
  はじめに 
  一 出兵発動と新聞操縦の機運上昇 
  二 極東ロシアにおける露字紙操縦 
  三 ハルビンにおける邦字紙創刊 
  おわりに 
 第二章 陸軍省新聞班の設立 
  はじめに 
  一 明治後期より大正期に至る新聞界の趨勢 
  二 「臨時新聞局」設置構想と陸軍の姿勢 
  三 新聞班と記者クラブ 
  おわりに 
第二部 大衆社会への順応と親陸軍世論の素地形成 1924－1930 
 第三章 新聞班長桜井忠温と大衆娯楽型陸軍宣伝の創成 
  はじめに 
  一 軍人作家桜井忠温の誕生 
  二 大正期陸軍の対内課題と社会認識 
  三 桜井忠温の新聞班長就任と軍事の大衆化 
  おわりに 
 第四章 田中内閣期の陸軍と世論―済南事件の善後処置をめぐって― 
  はじめに 
  一 山東出兵を巡る国内外の論調 
  二 陸軍の戦時宣伝体制構築 
  三 衛戍地における銃後体制と師団間の経験共有 
  おわりに 
 第五章 浜口内閣期軍制改革問題と「満二十五年陸軍記念日事業」 
  はじめに 
  一 国防思想普及委員会の始動 
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  二 宣伝媒体化される日露戦争の記憶 
  三 陸軍記念日に向けた軍民双方の動き 
  四 記念日の反響と満州事変への布石 
おわりに 
第三部 政治的陸軍宣伝の展開 1931－1939 
 第六章 満州事変前後の陸軍宣伝 
  はじめに 
一 国防思想普及運動の展開と陸軍中央の統制 
  二 「満蒙の危機」と親陸軍世論 
  三 満州事変の終息と政治宣伝の萌芽 
  おわりに 
 第七章 粛軍期から日中戦争期に至る陸軍宣伝 
  はじめに 
  一 粛軍期における陸軍の対新聞政策 
  二 日中戦争と「政戦両略一致ノ宣伝」体制 
  三 日中戦争下における軍民関係の一側面―陸軍省記者倶楽部閉鎖事件 
  おわりに 
終 章 
 
「第一章 シベリア出兵下の新聞操縦活動」では、日本が出兵したウラジオストク・ハバロフスク・ブ
ラゴベシチェンスク・イルクーツクなどの極東ロシア地域や、ハルビンを中心とする北満地域で、陸軍
省・参謀本部と派遣軍・出先機関の連携の下、親日露字紙の経営補助・買収や邦字紙の設立・助成が活発
に繰り広げられたことを明らかにした。これらは戦時における陸軍の“非純軍事的諸活動”の端緒として
捉えられる。また、参謀本部が対米協調を主軸とする原敬内閣の外交方針の影で、本来の討伐対象であっ
たボリシェビキと同等に連合軍のアメリカを敵対勢力として位置付けていたことから、陸軍の新聞操縦
は 1920年代に見られた「二重外交」の画期と理解出来る。 
「第二章 陸軍省新聞班の設立と陸軍宣伝の創成」では、シベリア出兵下、陸軍省に新聞係・新聞班が
誕生したことで、陸軍の情報・宣伝政策が新たな局面を迎えたことを明らかにした。新聞係の設置は、陸
軍における統一的かつ恒常的な情報・宣伝機関設立の嚆矢となり、同係を発展させる形で設置された新聞
班は、従来の「検閲」に加え「宣伝」の本格的実施に向けて陸軍が動き出したことを意味する機関であっ
た。こうした政策の背景には、国内外のデモクラシー思潮対策と総力戦体制の構築といった課題があった
といえるが、それと同時に内務省主導の戦時検閲機関に対する対抗意識や陸軍省と師団、省部間のような
陸軍内部での新聞記者応対に関する認識の不一致解消といった課題も存在していた。 
「第三章 新聞班長桜井忠温と大衆娯楽型陸軍宣伝の創成」では、日露戦争の戦場体験を土台に小説
『肉弾』を執筆し現役陸軍軍人の作家として国内外で名を馳せた桜井忠温が、陸軍省新聞班長時代に新た
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な形態の対内宣伝を展開したことを明らかにした。桜井は、軍人作家という類稀な個性と絶大な知名度を
活かし、歴代班長の活動と一線を画した新聞・雑誌・書籍・映画を横断するメディアミックス的な宣伝を
先進的に取り入れた。日露戦争の“生ける軍神”である桜井の存在は、民間企業から魅力的なメディアコ
ンテンツと捉えられ、また、桜井自身もそのことを強く自覚していた。1920 年代に桜井が牽引した陸軍
の大衆化と大衆文化・社会生活の軍事への接近は、民間企業の営利性と極めて親和的であり、1930 年代
における政党政治の衰退と軍の台頭の下、一層顕著となっていく。 
「第四章 田中内閣期の陸軍と世論―済南事件の善後処置をめぐって―」では、済南事件を受けての陸
軍の宣伝政策を分析した。第二次出兵に合わせて派遣軍には、外征軍として初めて情報・宣伝部門が設置
され、陸軍省新聞班から出向した三国直福が対内外宣伝業務を主導した。陸軍中央と派遣軍は連携しなが
ら、在留邦人の犠牲を意識した対内宣伝と済南城総攻撃に伴う国際世論に向けた対外宣伝を展開した。特
に国内では、大衆宣伝に重きが置かれ、従軍記者への指導と便宜供与による新聞・雑誌の統制や、映画・
講演等による戦況報告を通した印象操作が実施されたが、その際、大新聞社や映画会社は、大正デモクラ
シー下に到来した「戦時」を講演会や、記録映画・劇映画の形に娯楽化して大衆へ提供し、陸軍中央と派
遣軍の宣伝活動の協働者として重要な役割を果たした。 
「第五章 浜口内閣期軍制改革問題と「満二十五年陸軍記念日事業」」では、軍備近代化と総動員体制
構築を目指す陸軍が、緊縮財政を標榜する浜口内閣と妥協して軍縮を含む軍制改革に着手する一方、反軍
世論の隆盛を受け「国防思想普及委員会」を始動させ、一般社会で等閑視されてきた陸軍記念日を国民的
イベントとするため、新聞社・映画会社・百貨店・放送局と提携し、国防思想普及委員会が企画した「満
二十五年陸軍記念日事業」が成功を収めたことを明らかにした。都市・メディア・消費文化の急速な発達
が大衆社会を成熟させつつあった昭和初期において陸軍は、民間に深く根付いていた日露戦争の〝戦勝
〟や〝挙国一致〟などの記憶を呼び覚ますと共に、権威的な国家儀礼と大衆娯楽に富んだ軍民協働のメ
ディア・イベントという両要素を兼ね揃えた新たな陸軍記念日像を創出し、浜口内閣期の反陸軍世論の昂
揚に対抗した。陸軍記念日を起点に全国で流布されてきた国防思想は、民間に「日露戦争で得た満蒙権益
の死守」という主張を受け入れ易くさせ、満州での関東軍による武力行使支持の一要因となった。 
「第六章 満州事変前後の陸軍宣伝」では、満州事変前後の陸軍の宣伝政策を分析した。軍制改革問題
を巡る国防思想普及運動の展開にあたり陸軍中央は、陸軍の「政治関与」を疑われることのないように、
全陸軍での認識の共有を図っていた。陸軍は、軍制改革問題や満蒙問題の活路を帝国議会・公的な言論の
外へ求めていき、政党やメディアによる陸軍の政治的志向への批判は、陸軍の国民接近策としての宣伝を
活発化させ、宣伝を通した在野での政治的影響力の増大を陸軍にもたらすこととなる。 
そのような中で勃発した満州事変は、陸軍中央に満蒙問題の解決に向け始動することを強いた。陸軍中
央にとって満州事変勃発は想定外であったが、事変が勃発してしまった以上は、満州事変のきっかけが謀
略である事実が国内外で共通認識となることを避け、陸軍のイメージ低下を防止すること、満州事変をき
っかけとして満蒙問題に対する国論統一を目指すことに注意が払われた。事変発生以後は、陸軍の組織防
衛を第一とし、柳条湖事件に関わった関東軍首脳部を処罰することなく、追認し、その上で善後策を講じ
るという方針で事変処理にあたっていた。その際、最も重要だったのは、報道統制と論調操作であった
5 
 
が、これは、メディアの営利性とも合致し、陸軍が想定する以上の効果を上げた。 
そして、満州事変終息に伴って政財界やメディアの陸軍批判が復活してくると、「軍民離間」というス
ローガンが巧みに利用された。「軍民離間」への批判創出は、「軍民一致」「政民離間」の主張に転換され、
政党内閣崩壊を不可逆的なものとする「軍・民対政・財」の構図を現出させ、議会政治外での意思決定を
正当化する手段となった。軍民離間声明問題に起因する議論では、政党で自明とされていた「政治に拘は
らす」に、陸軍から解釈の幅が与えられるようになった。そのような解釈の幅は、後に陸軍パンフレット
問題や天皇機関説問題へと拡大し、陸軍の政治的台頭の過程で多用されていく。 
「第七章 粛軍期から日中戦争期に至る陸軍宣伝」では、粛軍期から日中戦争までの宣伝政策を分析し
た。二・二六事件後の粛軍人事と陸軍省官制改革が断行される中、陸軍の対新聞政策は変革を迫られた。
一連の陸軍における記者対応の変化はまた、満州事変以来の検閲業務の複雑化解消や、情報委員会設立に
伴う省庁横断型の情報管理体制構築とも大きく関係していたが、当該期の陸軍中央が最も重視したのは、
陸軍省による情報統制の徹底であった。粛軍期陸軍の対新聞政策改革によって、少なくとも公式には、陸
軍の対外チャンネルは特定化・固定化されることとなった。記者を介した情報収集と間接的な陸軍宣伝
も、陸軍省の下に集約されていく。 
一方、満州事変以降の国家情報宣伝機関設置に向けた陸軍の動きには、戦時・準戦時を通して一貫する
政戦略一致への志向が見て取れた。直接的な政治参加が不可能な陸軍にとって、政軍間を跨ぐ情報・宣伝
政策の存在は、貴重な発言・政治的影響力行使の場でもあった。 
しかしながら、陸軍は情報委員会を介して政略宣伝にも介入しようとしたが、情報委員会・内閣情報部
の存在は、かえって陸軍から政略宣伝の手段を奪うと共に、非陸軍主導の政略宣伝の牙城となった。その
ような中、大本営の設置に伴って始動した戦時情報宣伝体制は陸軍を、陸軍省で新聞班として軍政関連事
項の宣伝へ、参謀本部では報道部として軍令関連事項の宣伝へ、そして、内閣情報部では情報官として政
略宣伝へ従事させていった。 
他方、戦時体制下の陸軍省記者倶楽部では、寡占化によってより強大な力を得ていた大新聞社が、報道
を巡って熾烈な争いを繰り広げていた。記者倶楽部閉鎖事件も、記者クラブ所属記者間の競争に起因した
ものであり、完全なる内紛の延長線上にあった。事件を経て記者倶楽部側より主張された報道の「自由」
と記者クラブの「自治」は、各社間のスクープ報道の牽制を意図したものであり、戦時体制下の情報統制
と極めて親和性が高かった。閉鎖性と排他性を持った陸軍省記者倶楽部は、もはや、権力の監視・批判と
いう言論機関としての基本的責任を果たせなくなっていた。 
以上、戦間期陸軍の宣伝政策を分析した上で本論文は、陸軍の宣伝政策によって形成された、あるいは、
陸軍宣伝の推進力となった当該期の軍民関係の特質を、「相互依存性」と「共益性」に見出した。明治憲
法体制下で直接的な政治参画を認められていなかった陸軍だったが、第一次世界大戦後の変革の中で、国
民への接近が必要となっていった。そこで陸軍は、新聞社・出版社・放送局・映画会社・百貨店といった
民間企業を利用することで、メディアと大衆娯楽を活用しての国民接近を図った。 
一方、民間企業側は陸軍の宣伝手段に利用されながらも、陸軍宣伝を貴重な商機と捉え、平時・戦時を
問わず、積極的に陸軍宣伝へ協力していき、結果として、宣伝を受容する国民を陸軍・軍事に接近させ、
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総力戦体制へ組み込む上で重要な役割を演じた。宣伝を受容する国民も、1920 年代に形成された軍民関
係の上で、特に満州事変以降、政治・文化・娯楽の新しい指標としての陸軍と、メディアや大衆娯楽を通
じて積極的に同化していった。 
そして、満州事変終息以降の準戦時体制下で陸軍は、1920 年代以来の大衆娯楽型陸軍宣伝に、新たに
政治性を付与し、議会政治の外側において政治的陸軍宣伝を展開して国策主導を目的とする政治介入を
果たしていった。 
このように、戦間期の日本では、陸軍によって立案された宣伝政策が宣伝の仲介者である民間企業と、
宣伝の受容者・消費者である国民を推進力として拡大再生産され、それらが、陸軍の政策実現に寄与して
いった。そのような観点から、戦間期の軍民関係の特質は、漸進的に構築されていった陸軍・民間企業・
国民の相互依存性と共益性であったと捉えられる。 
 
３．本論文の独自性 
本論文の独自性は、戦間期日本陸軍の対国民政策を宣伝の面から分析し、宣伝を計画・実施する陸軍、
宣伝を中継・拡散させる新聞社・出版社・映画会社・百貨店などの民間企業、宣伝を消費という形で受容
する国民の三者により、複合的・漸進的に形成される相互依存性の高い軍民関係を明らかした点にある。 
戦前の日本における宣伝政策を取り上げた先行研究は、前述のように、国家情報宣伝機関である情報局
の諸活動や、国家の意思に基づく外務省の対外宣伝活動を分析したものが大半を占め、陸軍独自の活動の
実態は十分に明らかにされてこなかった。また、陸軍の宣伝が取り上げられる際も、その主題はシベリア
出兵下の宣伝機関設置や日中戦争・太平洋戦争下の宣撫宣伝工作が中心であった。 
そうした先行研究の状況に対し本論文は、「陸軍宣伝」が創成されたシベリア出兵期から、大本営設置
で政戦両略一致の宣伝体制が確立する日中戦争初期までを分析対象に据え、陸軍の宣伝政策と民間企業・
国民との関係性を考察した点に独自性を見出すことができる。 
 
４．今後の課題 
今後は、本論文の成果を深化・発展させる形で研究を進めていく。 
まず、深化の面では、本論文で調査が及ばなかった民間企業関係史料、具体的には、朝日や毎日に代表
される大新聞社、出版社、陸海軍省や外務省の記者クラブ、新聞・雑誌記者、日活や松竹等の映画会社、
三越や松屋といった百貨店などの史料を発掘し、企業経営の観点から戦間期の軍民関係像を補強するこ
とを試みる。 
次に、発展の面では、「軍事組織と国民」という研究テーマを土台に、分析対象を太平洋戦争下や戦後
の日本に拡大させていくことを考えている。想定している個別事例として、たとえば、自衛隊の対国民政
策が挙げられる。再軍備政策下での自衛隊による国民馴致の過程を戦前の宣伝政策と比較検討しながら
解明し、戦後日本における軍民関係の変遷と展望を、憲法改正論議、国際情勢、災害救助活動などと絡め
て考察していく。 
